
Ⅰ　結　果　の　概　要

（ 事業所規模１～４人 ）

１　きまって支給する給与

２　年間特別給与

表１　産業別、性別きまって支給する給与及び年間特別給与と支給割合

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

きまって支給する給与 年 間 特 別 給 与 ( 勤 続 １ 年 以 上 )

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 支給割合 男 子 支給割合 女 子 支給割合

円 円 円 円 カ月 円 カ月 円 カ月

TL 調 査 産 業 計 156,840 207,440 118,934 120,889 0.77 166,971 0.80 83,423 0.70 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採 取業 - - - - - - - - -

Ｄ 建 設 業 211,557 223,943 137,606 133,986 0.63 114,819 0.51 241,200 1.75 

Ｅ 製 造 業 171,128 203,544 109,337 262,174 1.53 332,310 1.63 114,201 1.04 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水 道業 x x x x x x x x x

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x x x x

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 242,118 262,931 139,422 432,000 1.78 470,944 1.79 247,316 1.77 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 158,661 201,981 131,488 93,376 0.59 111,471 0.55 80,476 0.61 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x x x x

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 215,768 255,469 155,127 138,474 0.64 188,652 0.74 61,421 0.40 

Ｌ 学術 研究 ，専 門 ・技 術サービス業 217,971 300,823 115,397 169,776 0.78 215,080 0.71 107,667 0.93 

Ｍ 宿泊業，飲食サービ ス業 86,366 120,135 72,079 5,474 0.06 - - 7,982 0.11 

Ｎ 生活関連サービス業，娯 楽業 123,710 154,826 114,774 28,279 0.23 66,097 0.43 17,857 0.16 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 85,866 151,853 70,664 55,960 0.65 92,546 0.61 48,451 0.69 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 149,218 162,100 145,490 32,647 0.22 1,723 0.01 38,640 0.27 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 167,006 199,408 129,297 215,721 1.29 185,226 0.93 250,867 1.94 

全国平均（調査産業計） 191,269 260,966 139,524 216,965 1.13 320,745 1.23 137,615 0.99 

 平成 27 年７月における常用労働者１人平均きまって支給する現金給与額は調査産業計で 156,840

円であった。性別では男子が 207,440 円、女子が 118,934 円で女子は男子の 57.3％であった。 

産業別にみると、運輸業,郵便業が 242,118 円で最も高く、以下、学術研究，専門・技術サービス

業 217,971 円、不動産業,物品賃貸業 215,768 円、建設業 211,557 円、製造業 171,128 円、サー

ビス業（他に分類されないもの）167,006 円、卸売業,小売業 158,661 円、医療,福祉 149,218 円、

生活関連サービス業,娯楽業 123,710 円、宿泊業,飲食サービス業 86,366 円、教育,学習支援業 85,866

円の順となっている。 

全国と比較すると全国平均の 191,269 円を 100 とした場合、本県は 82.0 となっている。 

平成 26 年８月から平成 27 年７月までの１年間に支払われた特別給与は 120,889 円で、これを、

平成 27 年７月のきまって支給する給与に対する割合（以下「支給割合」という）でみると 0.77 か月

であった。 

男女別では、男子が 166,971 円（支給割合 0.80 か月）、女子は 83,423 円（支給割合 0.70 か月）

で女子は男子の 50.0％となっている。 

全国と比較すると全国平均の 216,965 円（支給割合 1.13 か月）を 100 とした場合、本県は 55.7％

となっている。 
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図１　きまって支給する給与の産業間比較      （調査産業計 ＝ 100）

３　出勤日数及び実労働時間

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 
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出　勤　日　数 １日の実労働時間

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 男 子 女 子

日 日 日 時間 時間 時間

TL 調 査 産 業 計 21.4 22.8 20.3 7.0 7.8 6.4 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - -

Ｄ 建 設 業 22.1 22.2 21.3 7.9 8.0 6.9 

Ｅ 製 造 業 20.6 21.2 19.4 7.3 7.7 6.4 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 x x x x x x

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 23.5 23.9 21.1 7.8 8.0 7.0 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 22.4 23.9 21.5 6.9 7.9 6.3 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x

Ｋ 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 22.0 22.5 21.3 7.2 7.8 6.2 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービ ス業 21.0 22.5 19.1 7.4 8.1 6.6 

Ｍ 宿泊業，飲 食サ ービ ス業 19.6 21.6 18.8 5.7 6.8 5.3 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 21.4 23.1 20.9 7.2 8.2 6.9 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 15.7 22.4 14.1 5.2 6.6 4.8 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 22.2 23.5 21.8 7.2 7.5 7.0 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 22.0 23.2 20.7 7.4 7.8 6.9 

20.4 21.9 19.2 7.0 7.8 6.5 全国平均（調査産業計）

平成 27 年７月の出勤日数は 21.4 日で、男子が 22.8 日、女子が 20.3 日となっている。 

産業別にみると、運輸業，郵便業が 23.5 日と最も多く、最も少ないのは教育,学習支援業の 

15.7 日となっている。 

また、１日の実労働時間は調査産業計で 7.0 時間である。 
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４　常用労働者

図２　常用労働者の産業別構成

表３　産業別・性別常用労働者構成

卸売業，小売業, 

27.7 

生活関連サービ

ス業，娯楽業, 

12.7 

宿泊業，飲食

サービス業, 

10.7 

その他の 

サービス業 

10.3 

建設業, 8.0 

医療，福祉, 6.9 

不動産業，物品

賃貸業, 5.7 

学術研究，専

門・技術サービ

ス, 4.6 

製造業, 4.6 

教育，学習支援

業, 4.4 
運輸業，郵便業, 

1.4 
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産業別構成（調査産業計＝100） 性別構成（男女計＝100）

産　　　　　業 計 男　　子 女　　子

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％ ％

TL 調 査 産 業 計 31,509 100.0 13,495 100.0 18,014 100.0 100.0 42.8 57.2 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - - - - 

Ｄ 建 設 業 2,512 8.0 2,152 15.9 360 2.0 100.0 85.7 14.3 

Ｅ 製 造 業 1,443 4.6 946 7.0 496 2.8 100.0 65.6 34.4 

Ｆ 電気・ガス・熱供給 ・水 道業 x x x x x x x x x

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x x x x

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 439 1.4 365 2.7 74 0.4 100.0 83.1 16.9 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 8,717 27.7 3,360 24.9 5,356 29.7 100.0 38.6 61.4 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x x x x

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,790 5.7 1,082 8.0 708 3.9 100.0 60.4 39.6 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,450 4.6 802 5.9 648 3.6 100.0 55.3 44.7 

Ｍ 宿泊業，飲食サ ービ ス業 3,360 10.7 999 7.4 2,361 13.1 100.0 29.7 70.3 

Ｎ 生活関連サービス業 ，娯 楽業 4,013 12.7 895 6.6 3,117 17.3 100.0 22.3 77.7 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 1,391 4.4 260 1.9 1,131 6.3 100.0 18.7 81.3 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 2,184 6.9 490 3.6 1,694 9.4 100.0 22.4 77.6 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 3,243 10.3 1,744 12.9 1,499 8.3 100.0 53.8 46.2 

1,993,923 - 849,578 - 1,144,345 - 100.0 42.6 57.4 全国平均（調査産業計）

計 男 子 女 子

事業所規模１～４人における常用労働者は 31,509 人であった。産業別にみると卸売業,小売業

が 8,717 人(27.7%)と最も多く、以下、生活関連サービス業,娯楽業 4,013 人(12.7%)、宿泊業,

飲食サービス業 3,360 人(10.7%)、サービス業（他に分類されないもの）3,243 人(10.3%)、

建設業 2,512 人(8.0%)、医療,福祉 2,184 人(6.9%)、不動産業,物品賃貸業 1,790 人(5.7%)、

学術研究,専門・技術サービス業 1,450 人(4.6%)、製造業 1,443 人(4.6%)、教育,学習支援業 

1,391 人(4.4%)、運輸業,郵便業 439 人(1.4%)の順となっている。また、性別では男子 42.8％、

女子 57.2％と女子の割合が高い。女子の割合が最も高い産業は、教育,学習支援業の 81.3％であ

った。 

卸売業，小売

業, 27.5  

建設業, 10.5  

宿泊業，飲食

サービス業, 

10.1  生活関連サービ

ス業，娯楽業, 

9.3  

医療，福祉, 

9.0  

製造業, 8.0  

その他のサービ

ス業, 7.1  

学術研究， 

専門・技術サー

ビス,  

6.3 

不動産業，物品

賃貸業, 4.2  

教育， 

学習支援業,  

2.8  

複合サービス 

事業,  

1.4  

金融業， 

保険業, 

 1.3  

情報通信業, 

 1.3  
運輸業， 

郵便業,  

1.0  
電気・ガス・熱

供給・水道業, 

0.1  

全  国  

- 82 -


